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Abstract
Land is a crucial asset in rural societies, being not only the major source of income but 
also a symbol of power. In Pakistan, landlords who have a large parcel of agricultural land 
are known as zamindars. Formerly revenue collectors in the Mugal era, before becoming 
entitled to de facto ownership of land in British India, these so-called landed elites have 
risen to be regarded as being at the top of the hierarchy in village society. Following the 
country’s independence, they also seized power at the national level by exercising their 
political dominance in rural areas. It is widely thought that the highly skewed pattern 
of land ownership that remains to this day and the patron-client relationship between 
landed and non-landed classes in villages continue to weigh the balance of power toward 
zamindars. However, what with the ongoing economic progress, the changing structure of the 
village-based economy, and improved access to mass media, rural Pakistan is undergoing 
changes, begging the question: “Are these zamindars still in power?” Based on a survey 
of parliamentarians elected in Punjab and Sindh, two major provinces of Pakistan, in the 
2013 National Assembly Elections, it was found in this study that while candidates from 
the zamindar class still won the election in rural areas, their power has withered due to the 
advancement of democracy and the emergence of new political classes that are not tied to 
the land.
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1．問題意識と背景
全人口の 7 割近くが住み、雇用の 4 割を創出するパキスタンの農村部において、土地は最も
重要な経済的資産であり、また農村社会における権力を象徴するものである。1947 年の独立
後、1959 年、1972 年そして 1977 年と 3 度の農地改革が実施され、農地の所有規模の上限など
が設定されたが、基本的にはムガル時代に始まり、英領インド時代に制度化されたザミンダー
ル制（zamindar）などの徴税目的の土地管理の形態が所有という形で存続し、独立時の極めて
偏った土地所有分布が残された。ザミンダールは、ウルドゥ語で「土地を所有する者」とい
う意味で、ムガル時代の各地の徴税官が英領インド時代に de facto な土地所有を付与されたこ
とが起源となり、一般的に大土地を所有する有力者のことを意味する1。通常 25 エーカー以上
の土地所有者を大土地所有者と定義するが、1955 年時点でパンジャーブ州で 25 エーカー以上
所有の農家の割合は 4.8％で、パンジャーブ州農地全体の 45.4％を所有し、またシンド州では
同 24.2％の農家が 77.6％の農地を所有していた（Khan 1981）。さらに 500 エーカーの所有規
模では、パンジャーブ州の農家比率および農地占有率はそれぞれ 0.1％、9.9％、シンド州では
0.9％、29.1％とごく一握りの農家が膨大な土地を所有し（特にシンド州）2、在地権力層（landed 
elites）と呼ばれるこれらの大土地所有者が農村での有力者となり、地方政治および国政を支
配する特権的な階層となった3。
土地所有が農村での権力を持続させる背景には、農村社会における土地を介した土地所有者
と非土地所有者間の 2 つの主従関係がある。まず土地所有者から耕作地を借りて農業を営む場
合の地主と小作人の関係である。一般的に地主が主、小作人が従という関係となる。さらに農
家と土地なし非農家間のpatron-client的な主従関係がある。パキスタンでは後者は前者に対し、
農業から日々の生活に至るまでの様々な労働やサービスを提供し、それに対して前者から農作
物や現金を受け取る伝統的な関係であるセイプ（Seyp）制が存在し、これらが農村における
タテの関係の持続を可能としてきた 4。
大土地所有者と権力に関する初期の研究として、Egler（1960）、平島（1964）がある。前者
はセイプ制度のもとで、土地所有者に従属的な非農家の実態を描き、土地の所有サイズと権力
の大きさ、地位の高さの関係を指摘している。後者は国会議員および州議会議員の職業バッ
クグラウンドを調べ、9 割以上が何らかの形で農業に関係する土地所有者であることを明か
し、国政、州レベルでの政治が在地権力者らに握られている状況を示した。その後の Norman 
（1988）、黒崎（1991）、山中（1991）らによる研究でも、「大土地所有者＝権力者・支配者層」
という構図が継続し、パキスタンは「大土地所有者の絶対的優位に特徴づけられる政治的・経
済的そして社会的構造を有している」（黒崎 1991）と指摘している。
これに対し、相続による土地の細分化、経済発展やグローバル化の進展に伴う農村社会の変
容、教育の普及、また国民の政治への関心の高まりにより、依然として、「大土地所有者＝権力者」
という構図が現在も変わらぬまま存在するのかという疑問がある。農村における土地所有の構
成を見た場合、独立以降、時間の経過とともに土地持ち農家が増加する一方、土地なし農家の
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比率が減り、かつて多く見られた地主―小作人の関係が減少し、農村における階層構成が変容
している（Zaidi 1999）。また経済発展に伴う経済構造・雇用の変化により、パキスタン経済
に占める農業のウェイトは低下している（小田 2011）。経済の近代化により都市部での雇用が
増え、かつてセイプ制のもとで働いていた非農家が都市部での職に転じ、また彼らが提供し
ていたサービス自体が農村の近代化で無用となるなど（例えば水汲み）、農村社会も時代とと
もに変化を遂げている。著者が 2005 年にパンジャーブ州チャクワル県農村部で実施した調査
では農村における非農家世帯の減少とセイプ制の持続が困難である状況を観察している（Oda 
2008）。また、より広い範囲で国民の政治への関心が高まっており、その背景には、初等教育
やマスメディアの普及、さらに携帯電話などの通信技術の進歩がある。これはムシャラフ軍事
政権末期に見られた弁護士グループを中心とするムシャラフ政権への反発によって象徴される
であろう（中西・小田 2009）。弁護士グループによる行動は、全国にテレビ中継され、都市部
のみならず、農村部でも注目を集め、ムシャラフ軍事政権崩壊のきっかけの一つとなった。
「大土地所有者＝権力者」という権力構造の図式が依然として成立するのかという疑問は、
ムシャラフ軍事政権崩壊を決定づけた 2008 年 2 月に実施された総選挙の結果からも支持され
るものである。農村部では元首相や連邦大臣経験者である在地権力層出身の大物政治家が落選
するなど、「大土地所有者＝権力者」という単線的な公式では説明できない状況が発生した。
以上から、パキスタンにおいて、農村経済・社会の変容が進行する中、在地権力と呼ばれる
大土地所有者が権力者として存在できない環境が形成されつつあるという仮説を立てることが
できる。Cheema et al.（2009）や Javid（2011）らの研究があるものの、既存研究はこの疑問
に対して解答を持ちえておらず、本研究では 2013 年の国民議会（下院議会）選挙結果から、
国政レベルにおいて「大土地所有者＝権力者」の構造が依然として維持されているかどうかを
検討するものである。
本稿では、主にパンジャーブ州およびシンド州を分析対象とする。その理由として、（1）両
州でパキスタン経済、農業の大部分を説明することが可能である、（2）両州で国民議会の小選
挙区議席 272 のうち 209 議席（パンジャーブ 148、シンド 61）を占め、国政におけるプレゼン
スが大きい、（3）シンド州はパキスタン最大の都市カラチがあり、パンジャーブ州は第二の人
口を誇るラホールを擁し、都市農村間の比較分析が容易となる、（4）ムガル時代、英領インド
時代の土地管理制度を基礎とする大土地所有制がパンジャーブ南部からシンド州に色濃く残
る、などが上げられる。
本稿の構成は次の通りである。まず第Ⅱ節では第Ⅲ節の基礎的な情報として 2013 年の国民
議会選挙の結果から国政レベルにおいてどのような変動が見られたかを概観する。第Ⅲ節では、
2013 年国民議会選挙全当選者（調査時点で未決の選挙区を除く）と土地所有の関係を各選挙
区での聞き取り調査から検討し、第Ⅳ節では本稿のまとめと結論を示す。
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2．2013 年国民議会選挙結果からみる民主化のダイナミクス
パキスタンの連邦議会は上下 2 院制を敷いており、上院（Senate）が定数 100（任期 6 年）、
下院にあたる国民議会（National Assembly）は定数 342（任期 5 年）である。国民議会定数
のうち直接選挙で選ばれる小選挙区議席数は 272 名で、残りは各政党の小選挙区での得票に比
例して女性留保議席（60 席）、および非ムスリム議席（10 席）が決定される。2002 年に議席
数の改定が行われ、小選挙区議席数は 207 名から 272 名に定数増となった。このうち本研究の
対象となるのが、パンジャーブ州の 148 議席とシンド州の 61 議席である。
2000 年代に入り、パキスタンでは 2002 年、2008 年そして 2013 年と 3 度の国民議会選挙が
実施された。これら 3 つの選挙はそれぞれパキスタン政治において大きな意味を持つものであ
るが、特に 2008 年選挙は 2002 年に選ばれた議会が 5 年間の任期満了に伴い実施された選挙で
あり、これはパキスタン史上初の出来事であった。また 2013 年選挙は民主的なプロセスで選
ばれた文民政権が 5 年間の任期を全うしての選挙であり、これまたパキスタン史上初の出来事
であった。
2013 年の国民議会選挙全体の結果は、パキスタン・ムスリム連盟ナワーズ派（PML-N）が
185 議席と過半数以上を獲得し政権の座につき、選挙前与党であったパキスタン人民党（PPP）
は 2008 年の 125 議席から 41 議席と大幅に後退、第 2 党に転落した。またクリケットの元パ
キスタン代表でカリスマ的人気を誇るイムラン・カーン率いる新興勢力パキスタン正義行動
（PTI）が第 3 位と健闘した。全体のターンオーバー率（選挙区で当選した政党が代わった比率）
は、46％と前回の 2008 年選挙の 61.9％と比較すると低下しているもののほぼ半数近くの選挙
区において政党が交代している（Gazdar 2013）。前回選挙では与党パキスタン・ムスリム連盟
カーイデアーザム派（PML-Q）から PPP へ、今回の選挙では PPP から PML-N へと政権交
代が起こっている。前者はムシャラフ軍事政権から民主化の流れ、後者は PPP 政権への失望
が背景にあり、これらの選挙結果は想定されていたものである。このように世論が概ね選挙結
果に繋がっていることから、国政レベルにおいて民主的な選挙およびプロセスが根付きつつあ
ることが指摘できる。
パンジャーブ州小選挙区における選挙結果を概観すると、2013 年選挙のターンオーバー率
は 53.4％（148 選挙区中 79 区で政党が交代。政党の鞍替えをして当選した 16 選挙区はターン
オーバーに含めない）と比較的高い流動性が確認できた。この大半が PPP から PML-N への
交代である。一方、シンド州の結果はパンジャーブ州と比較すると対象的である。61 議席中、
政党の交代が見られた選挙区はわずか 10 区と全体の 15％程度であった。前回も 6 選挙区のみ
で交代が見られただけで、PPP、統一民族運動（MQM）がそれぞれ農村部、カラチにおいて
強力な支持基盤を有するシンド州においては他州で見られるような交代劇を観察することは限
定的である。大都市カラチの 20 選挙区で政党交代が見られたのは 1 区のみであったが（NA-250
選挙区）、カラチに強力な支持基盤を有する MQM から新興勢力 PTI への交代が見られたこと
は極めて興味深い。さらに詳述すると、パンジャーブ州では南部の大土地所有が残る選挙区を
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含む全州レベルで政党の交代が見られる一方、シンド州の大土地所有色の強い地域ではほとん
ど見られず州による違いが現れている。
3．選挙結果から見る土地と国政の関係
2013 年の国民議会選挙で当選した小選挙区枠（272 名）を対象に、土地とのつながりを調査
した。調査時点で 3 議席空席（連邦直轄部族地域 FATA で 1 席、パンジャーブ州で 2 席）で
あったため、269 議席が対象となった。主たる質問内容は、選出議員の学歴、主な職業、所属
政党などの基礎的な情報に加え、当選した議員が地元有権者に大土地所有者、ザミンダール
として認識されているかどうか、また親族に政治家がいるかどうかである。調査は現地 NGO
の FATA Research Centre の協力のもと、2014 年 1 月から 3 月にかけて実施された。大土地
所有者であるか否かは議員が所有する土地の規模で判断することが考えられるが、正確な所有
規模を申告しない、また家族で分割して所有しているケースが大半であり議員自身が所有して
いる土地サイズが過小申告される可能性がある。また当選者の主たる職業も調査したが、地主
と申告する場合はザミンダール、大土地所有者と判断できるが、例えば会社経営者や弁護士で
も大土地所有者であるケースがあり、職業も決して正確な判断材料とは言いがたい5。よって
実際の所有する土地サイズや主たる職業ではなく、選挙区の有権者がその議員に対して抱くイ
メージ（perception）をもとにザミンダールか否かを判断することとした。当然ながら本指標
は客観的なものではなく、主観的ではあるが、筆者のこれまでにパキスタン研究に関する経験
上、この主観的な回答は過小評価される議員申告による土地所有規模と比較するとかなり正確
に議員の性格を示すもので、十分に判断基準として利用可能と考えられる。
調査の結果、269 議員中、6 割を越える 168 議員（62.5％）がザミンダール、大土地所有者
として認識されており、依然としてパキスタンの国政レベルにおいて土地と権力の結びつきが
見られる。しかしこの数値は最大の議席数を持つパンジャーブ州の数値に大きく影響されてい
ることがわかる（表 1）。州別で土地との関係を見た場合、ハイバル・パシュトゥーンファ州（以
下 KP 州）、パンジャーブ州、シンド州、バロチスタン州それぞれのザミンダール比率（大土
地所有者比率）は次の通りである（括弧内左の数字は大土地所有者の議席数。右は各州の総議
席数）。KP 州：25.7％（9/35）、パンジャーブ州：78.8％（115/146）、シンド州：55.7％（34/61）、
バロチスタン州：42.9％（6/14）となっている。パキスタンで最も多くの人口を抱え、農業を
含む国家経済の中心であるパンジャーブ州では国民議会選出議員の 8 割近くが大土地所有者と
して各選挙区で認識されており、土地と国レベルの政治での強い結びつきが見られる。地方政
治においては在地権力の存在が依然として見られるが、国政レベルにおいては土地と権力との
結び付きが低下しているとの見方が多い（Javid 2011）。しかし、パンジャーブ州では依然と
して在地権力が政治の舞台において大きなプレゼンスを誇っていることが確認できる。シンド
州においても大土地所有者比率は 5 割を超えており、パンジャーブ州ほどではないものの土地
を基盤とする政治家が多いことが伺われる。
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政党別で見た場合、更に明確な差異が確認できる（表 2）。パンジャーブ州およびシンド州
内陸部を基盤とする伝統的な政党である PML-N、PPP の大土地所有者比率は高く、8 割前後
である。パキスタン政治における 2 大政党である PML-N と PPP において土地との関係が依
然として大きく残っている言えよう。一方で、2013 年総選挙で高い注目を集めた元クリケッ
トスター、イムラン・カーン党首率いる PTI は比率が 23.1％と低く、同政党が伝統的な在地
権力者による政治に失望したカラチを除く都市部の知識層や若者、ならびに党首の出身地であ
る KP 州が支持母体であったことがこの数字に反映されている。その他の主要政党では、統一
民族運動（MQM）やイスラム聖職者協会ファッズル派（JUI-F）議員の大土地所有者はゼロ
であった。MQM は 1947 年にパキスタンが英領インドから独立後、インド側からパキスタン
に移り住んだウルドゥー語話者のムスリム移民であるムハージルによる政党で、ムハージル人
口の多いカラチやハイデラバードといった都市部に強い支持基盤を持つ。ムハージルはインド
側に所有していた土地などの資産を捨てパキスタンに移り住んだ人たちで、当然ながら多くの
移民たちは移住時にパキスタン側に資産を持たず、また封建的な大土地所有に反対している。
都市農村別で見た場合、大土地所有者の比率は都市部と比べると農村部のほうが大幅に高
（注）* 空席 3 席（連邦直轄部族地区１，パンジャーブ州 2）を除く。　　　　　　　　　　  （出所）筆者調査の集計より
表１：国民議会議員州別大土地所有者比率（2013 年）
大土地
所有者
非大土地
所有者
各州
総議席*
大土地所有者
比率（％）
ハイバル・パシュトゥーンファ（KP）州 9 26 35 25.7
パンジャーブ州 115 31 146 78.8
シンド州 34 27 61 55.7
バロチスタン州 6 8 14 42.9
イスラマバード 0 2 2 0.0
連邦直轄部族地区 4 7 11 36.4
計 168 101 269 62.5
表２：国民議会議員政党別大土地所有者比率（2013 年）
大土地
所有者
非大土地
所有者
大土地所有者
比率（％）
PML-N 115 34 77.2
PPP 30 7 81.1
PTI 6 20 23.1
MQM 0 19 0.0
JUI（F） 0 9 0.0
その他 17 12 58.6
計 168 101 62.5
（注）PML-N：パキスタンムスリム連盟ナワーズ派、PPP：パキスタン人民党、
PTI：パキスタン正義行動、MQM：統一民族運動、JUI（F）：イスラム聖職
者協会ファッズル派
（出所）筆者調査の集計より
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いという予想通りの結果であった（表 3）。この都市農村別という区分をさらに州別、政党別
に分類して検討するとパンジャーブ州とシンド州において次のような結果が得られた（表 4）。
かなり大雑把な分類ではあるが、パンジャーブ州ではラホール、ラワルピンディ、ファイサラ
バード、ムルターンの 4 選挙区を、シンド州ではカラチとハイデラバードの 2 選挙区を都市部
選挙区と定義した。パンジャーブ州都市部選挙区では総議席 36 中、22 議席がザミンダールで
あり6、パンジャーブ州最大の都市であるラホールでは 13 選挙区中 8 議席と、州レベルおよび
ラホールにおいて大土地所有者の比率はそれぞれ 61％とパンジャーブ州平均の 78.8％と比べ
ると低いものの都市部においても在地権力の政治力が見られる傾向にある。また 22 の大土地
所有者のうち、20 議席は PML-N 所属の議員であった（ラホールの 8 議席はすべて PML-N）。
都市部選挙区を除いた場合、パンジャーブ州農村部選出議員におけるザミンダールの比率は
84.5％と大土地所有者が農村部において圧倒的な政治的権力を握っていることがわかる。一方、
シンド州都市部選挙区では 26 議席中、大土地所有者は 6 議席の 23％程度であり、土地との関
係が希薄である。この 6 議席のうち 5 議席が PPP、残る 1 議席は PML-N である。特にパキ
スタン最大の都市カラチでは 20 議席中ザミンダールはわずか 2 議席という非常に低い比率で
あった。パンジャーブ州同様、シンド州の分析から都市部選挙区を除いた場合、農村部の 35
議席中、大土地所有議員は 28 人、80％の高比率となる。これら 2 州の選挙結果から、農村部
において土地所有と政治権力の強固な繋がりが依然として存在すると言える。また大都市のカ
ラチとラホールの比較からは、大都市カラチの特殊性が際立つ結果となった。カラチ市の非ザ
ミンダール 18 議席のうち、MQM が 17 議席を占めている（残る 1 席は PTI によるものである）。
表３：国民議会議員都市農村別大土地所有比率（2013 年）
大土地
所有者
非大土地
所有者
大土地所有者
比率（％）
都市* 28 39 41.8
農村 73 28 72.3
計 168 101 62.5
表４：国民議会議員パンジャーブ州、シンド州都市農村別大土地所有比率（2013 年）
大土地
所有者
非大土地
所有者
大土地所有者
比率（％）
パンジャーブ州都市部 22 14 61.1
　　ラホール大都市圏 8 5 61.5
パンジャーブ州農村部 93 17 84.5
シンド州都市部 6 20 30.0
　　カラチ大都市圏 2 18 10.0
シンド州農村部 27 8 77.1
（注）カラチ、ハイデラバード、ラホール、ラワルピンディ、ムルターン、ファ
イサラバード、イスラマバード、ペシャワールの 8 大都市圏
（出所）筆者調査の集計より
（注）パンジャーブ州都市部はラホール、ラワルピンディ、ムルターン、ファイサラバード、シンド州都市
部はカラチ、ハイデラバードと設定。
（出所）筆者調査の集計より
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4．結語
経済発展やグローバル化の進展に伴う農村社会の変容、また国民の政治への関心の高まり中、
「ザミンダール・大土地所有者＝権力者」という独立以前から続く伝統的な単線的な権力の図
式が現在も変わらぬまま存在するのかという疑問を 2013 年の国民議会選挙結果から検討した。
その結果、パキスタンの政治・経済の中心であるパンジャーブ州やシンド州の農村部において
は依然として大土地所有を背景とする在地権力の存在が示された。国政において在地権力の影
響は以前と比較すると低下しているとの見方もあるが、PML と PPP という伝統的な 2 大政党
が未だパキスタン政治の中心的役割を果たしており、土地所有と政治の関係は継続しているよ
うである。
しかし、この状況にも変化の兆しが見られる。パンジャーブ州南部の大土地所有の色彩が
強く残る地域において、低所得層出身の土地なし家計の候補者が当選した例は、農村におけ
る伝統的な縦の関係が近代化や経済発展などにより変容する中、かつてのように大土地所有
者が当選するという単純なものではないことを物語っている（ムザファルガ県 NA-178 選挙区
で 2008 年、2013 年と 2 期連続当選の Jamshed Ahmad Dasti 氏）7。これまでの土地を介した
patron-client 的な関係から乖離し、有権者がより現実的な視点で政治家を選ぶより希薄な関係
の時代に移行しつつあると考えられる。
国政レベルにおいて依然として土地と政治権力の相関が見られるものの、農村における土地
を介した関係性の変化と民主化の浸透とともにその中身は変容を遂げつつある。また、PTI に
代表される従来とは異なる新政党においては土地所有と政治の分断が見られ、これまでとは異
なる新しい動きが確認された。2018 年に予定される次の国民議会選挙でどのような新たな動
きが見られるか注目したい。
追記
本稿は、2011 年度～ 2014 年度文部科学省科学研究費補助金（基盤研究 C：課題番号
23510334）「パキスタン農村における土地所有と権力のダイナミクスに関する研究」の研究成
果の一部である。
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注）
1 パキスタンの土地所有の歴史的背景に関しては、Khan（1981）を参照せよ。
2 シンド州と比較するとパンジャーブ州では平均的に一農家あたりの土地所有サイズが小さい。これは英
領インド時代の農地拡大政策（The canal colonization programme）による小農の増加と、パキスタン独
立後にインド側から大量のムスリムがパンジャーブに入植した結果、一戸あたりの所有面積が小さくなっ
たものである（Zaidi 1999）。
3 多くの大地主は農村に居住しない不在地主（absentee landlord）であり、大土地所有制と不在地主が独
立時のパキスタン農村における土地所有の特徴であった（Khan 1981）。
4 同様の制度はインドでも存在し、ジャージーマニー制と呼ばれる。
5 主たる職業を「政治家」とする回答も少なからずあり、果たして地主であるか否かは判断できない。
6 ムルターンの 1 議席が未決のため総議席 36 となっている。
7 New York Times 電子版 2010 年 8 月 28 日 Upstarts Chip Away at Power of Pakistani Elite
  （http://www.nytimes.com/2010/08/29/world/asia/29feudal.html. 2016 年 12 月 12 日アクセス）
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